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講師からのプレゼン①

＜保健分野における開発対策とイニシアティブとは＞

（特活）アフリカ日本協議会　稲場　雅紀氏

①援助における「政策」の必要性

最初に、実施型のNGOにとって、なぜ政策が大事か？というところを簡単にお話したい。

途上国の開発に関する「政策」とは…「開発援助」の建前とは、あくまで「相手国が、援助を必要としない自立した国になるために、今、援助を行う」というものである。つまり、援助者側がやがて撤退することが前提である。援助というものは、相手の国のことを考え、その国が発展して、援助を必要としない国になる、ということが目標になる。

ここが、国際交流や貿易と、援助との違いがある。というのは、国際交流や貿易は、相手がいくら発展していようと存在するが、開発援助に関しては、両国が発展していれば存在しないものである。

「とにかく援助をする」のではなく、相手国を自立させるための方法論に基づいた援助が必要。虫食い的に、いろんな人が思いつきで援助をしても、被援助国は自立した国にはならない。そのためには、援助の相手国や、援助国・援助機関との連携に基づいた、相手国の自立のための方法論に基づいた援助が必要となり、その点で、政策が重要である。政策抜きの援助はありえない。

②NGO活動における政策の重要性

NGOは、原則として、どこで何をしようが自由であり、国や国際機関、その他の政策に引きずられる必要はない。基本的に、NGOである以上は、何かに縛られることはない。

しかし、NGOに求められる社会的役割というものはある。公益的な団体としてのNGOの社会的位置づけに基づいて、事業を展開していく必要がある。また社会的な公益の中に位置づいた目的をもち、成果を出すことが必要である。それを評価されてこそNGOは存続できる。

ここで、NGOにおいても、社会的な役割を果たすために、国際的・国内的に形成された政策とNGOの事業との調和化・協調が必要になってくる。

特定の問題に関して、国際的にはどういう方針があり、自分の国ではどのような政策があるのか、について調べ、それに対して自分のNGOはどういう方針をとるのかを考える必要がある。国際的な政策と自分の事業との関係や距離を把握することは、自分の事業を考える上で非常に大事なことで、それを無視して事業を行うと、リスクを抱えることになるだろう。こういう理由で、第4回の今回は政策について勉強する会を設定した。

③NGO活動にとっての「政策」の実利的重要性

NGOが、政府・援助機関の対等な開発パートナーとして位置づけられることになれば、政府・援助機関の「政策」と協調することによる社会的位置づけおよび資源へのアクセスの確保できる。そのためには、これらの「政策」とNGOの事業との調和化・強調が必要になる。

また、個別の事業案件の重要性に対するアピール効果がある。何らかのイニシアティブ・政策に位置づいていることを示すことで、新規案件のプロポーサルが通りやすくなる。この事業は、こういう政策に基づいている、といえば、ドナーもお金を出しやすい。
④保健分野の開発イニシアティブ

例えば、保健分野の開発イニシアティブは、多国間援助の政策・イニシアティブ（国際機関など複数の国が共同で取り組む援助）と、2国間援助の政策・イニシアティブに分けられる。

現在、多国間援助の政策・イニシアティブで最も重要なのは、国連ミレニアム開発目標（以下MDG）である。それと関連して、個別的なイニシアティブがある。例えば、マラリアに関しては、「ロール・バック・マラリア」というイニシアティブが打ち出され、その政策のアフリカにおける対策として、アフリカ連合マラリアサミットの「アブジャ目標」が打ち出された。結核に関しては、90年代前半のDOTS戦略や、その後発展した形の「Stop　TB　パートナーシップ」がある。HIV/AIDSに関しては、国連エイズ特別総会で採択された「HIV/AIDSに関するコミットメント宣言」がある。

また、二国間援助の政策の例としては、米国は、米国大統領エイズ救済緊急計画（PEPFAR: The President's Emergency Plan for AIDS Relief）に、相当の資金を出しており、米国のエイズに関する二国間援助の柱になっている。マラリアに関しては、大統領マラリア・イニシアティブを最近出した。

一方日本は、2005年に「保健と開発イニシアティブ」(HDI)を出した。これは、MDG達成を目標に、5年間で50億ドルを支出するというものである。一方、1998年に打ち出された橋本イニシアティブは、寄生虫対策における国際的なネットワークを構築していくというものである。

二国間援助の政策・イニシアティブは、多国間援助と密接に関連しながら、自国の政策を打ち出している。それぞれのイニシアティブが密接に絡み合いながら存在している。

⑤国連ミレニアム開発目標の重要性

MDGは2015年に向けた開発目標として最も包括的かつ重要なものである。現状での国際協力の目標は、MDGをどう実現していくのかが中心課題となっており、各国がその達成に向かって努力している。8つの目標、18のターゲットで構成。基本的には貧困の解消と教育・保健の普及を主要課題として設定している。8つの目標のうち以下3つが保健分野の目標になっている。

①乳児死亡率の削減

②妊産婦の健康の改善

③HIV/AIDS、マラリアその他の疾病の阻止

保健関係のイニシアティブはこれらのミレニアム開発目標の達成を軸に設定されているといっても過言ではない。

⑥国連ミレニアム開発目標とその他のイニシアティブの関連性（配布資料参照）

MDGの4には乳児死亡率の削減、5には妊産婦の健康の改善,6にはHIV/AIDS・マラリアその他の疾病の阻止、が掲げられているが、それらに対応して、「ロール・バック・マラリア」や「HIV/AIDSに関するコミットメント宣言」、「DOTS世界戦略」などのイニシアティブは、それぞれが相互に関連し、複合的な疾病に関するイニシアティブになっているのが分かる。

これらの実現に向け、計画立案や評価はWHO、UNAIDSがあたり、実施系の国際機関としてはUNICEF、UNDPなどがある。政府・民間・NGO等の連携機関としては、Stop TB パートナーシップなど（国際的な連携機構）、二国間援助機関（日本であればJICA）などが存在する。

中核にMDGがあり、その回りに個別の疾病等に対する宣言やイニシアティブがあり、それぞれの機関が介在していくというシステムになっている。

⑦各感染症対策の国際的イニシアティブ（HIV/AIDS、マラリアを例に）（配布資料参照）

2010年までにマラリアによる死者を半減させることを目標とした「ロール・バック・マラリア」の細かい目標として、1998年に共同宣言が出された。そして2000年には、アブジャで「アフリカ共同宣言」がだされ、感染時の迅速な治療、殺虫剤処理済蚊帳の使用、妊婦へのマラリア感染予防の強化、自然災害・人災時（難民など）のマラリア予防が打ち出されたのである。

HIV/AIDSに関しては、2001年国際連合HIV/AIDS 特別総会での、「HIV/AIDSに関するコミットメント宣言」があり、国家による政治的コミットメントと、包括的なHIV/AIDS対策の実施の必要性、さらに、GDPの0.7%目標など、それへの資源動員の重要性を強調している。また、2005年末までに、治療をすぐに必要としているHIV陽性者300万人に治療を供給するというWHO/UNAIDSの野心的な「3×5戦略」は、目標には届かなかったが大きな成果を上げた。2002年には、途上国で治療を受けているエイズ患者数は、わずか22万人、その半分が治療薬を無料で供給していたブラジルのHIV陽性者で占められていた。しかし、2005年末現在では、途上国全体で130万人にまで進んだ。この戦略は、2006年からは「2010年までの包括的予防プログラム、ケア、治療への普遍的アクセス」という新たな目標に変更し、移行した。

HIV/AIDSに関する「三つの統一」（Three Ones）は、UNAIDSが提唱した援助協調戦略である。一国に、ひとつのHIV/AIDSに関する対策実施方針を作る。その実施方針に基づいて一つの機関が、包括的にエイズ政策を実施する。そしてその実施状況をモニタリング・評価する一つの機関を作るというものである。この「三つの統一」に基づいて、援助機関や政府がどのように調和した援助戦略をとっていくかという議論がそれぞれの国で始められている。こうしてみると分かるとおり、イニシアティブ・政策が徐々に一本化される方向性で進められているのが現状である。これまで以上にNGOにとっても政策が重要となってくる。

⑧HIV/AIDSに関するイニシアティブとNGOの位置づけ（例）（配布資料参照）

HIV/AIDSに関するイニシアティブとNGOの位置づけだが、まずMDGがあり、HIV/AIDSに関するコミットメント宣言がある。それに基づいて、UNAIDSなどが「三つの統一」などの戦略を出していく。一方で、ドナー国の2国間援助戦略というのは、必ずしも「コミットメント宣言」に準拠してはいない。よって、ドナー国の2国間援助戦略が、全体の戦略と齟齬をきたすこともある。こういった、コミットメント宣言（MDG）・国際機関による戦略・ドナー国の二国間援助戦略国家と連携する形で、それぞれの国の「国家HIV/AIDS戦略」が策定される。これに基づいて、大規模NGOや、その系列下の中小規模NGOが実施を行っている。一方で、政府は治療を公立病院で行うなどしている。この全体の位置づけの中で、自分のNGOはどこで何をするのかを考えなければならない。

⑨日本の保健関係イニシアティブ(1)

◇1994-2000：人口・エイズ分野に関する地球規模問題イニシアティブ（以下、GII）

これは基本的に日米連携（日米コモン・アジェンダ）での地球規模問題への取り組みとして実施された。7年間で合計30億ドルの拠出を目標とし、実際にできたということになっている。この実施のために政府とNGOの公的な対話チャンネルが実現した（GII連絡会　2ヶ月に1回政府とNGOが対話している）。

◇1998年：国際寄生虫対策構想（橋本イニシアティブ）

これは、寄生虫病に関する人づくりと研究活動の拠点を作り、人材育成と情報交換のネットワークを作ることを目標にしており（KEMRI；ケニア中央医学研究所、ガーナの野口記念医学研究所、タイのマヒドン大学等）、またシャーガス病対策など、「無視された病気」への対策の充実に一定の効果をもたらしたという点で意味がある。

⑩日本の保健関係イニシアティブ（2）

GIIが、2000～2005年沖縄感染症対策イニシアティブ（以下、IDI）へ移行

これは2000年の沖縄サミットで日米が打ち出したものである。初めて、感染症対策が国際的な援助の主流の課題となり、感染症対策は国際支援において極めて重要であるという認識が共有されたので、沖縄サミットは非常に重要であったと言える。日本は2000年-2005年までの5年間で30億ドルを拠出した。但し、感染症への直接対策が少なく（全体の20％程度）、資金拠出は感染症と関連のある援助額を後で集計しただけとの批判もあった。

⑪日本の保健関係イニシアティブ(3)

現在、GIIやIDIが過去に打ち出されたことに続いて、保健と開発イニシアティブ（HDI）（2005-2010）がある。これは、国連ミレニアム開発目標をどのような形で実現するか、ということに焦点化した保健関連のイニシアティブである。2005-2010の5年間で50億ドルのコミットメントが計画されている。「人間の安全保障」「横断的取り組み」「MDGsの達成」の3つを重点とした包括的な保健関係援助指針とし、保健システム強化を重点化している。ただ、具体的な成果については、まだ実施1年程度なので、未知数である。

⑫NGOにとっての政策・イニシアティブの重要性とアボドカシー

日本の独自性としては、実施系NGOは、こうした全体政策とは別個に、独自にプロジェクト立案・実施する傾向が強い。すなわち自分がやりたいことをやるという傾向が強い。

政府はこれをいわゆる「援助に対する国民参加」として支援するというやり方をとっている。つまり、NGOを「対等な開発パートナー」として認識していない。NGOが国家の国際協力の戦略において重要な役割を担うという位置づけがないのである。日本においてNGOは、政策・戦略やプロジェクト全体からの位置づけの中で軽視されているのではないだろうか。一方、欧米の場合は、国家がNGOを援助の戦略の対等なパートナーとして位置づけ、NGOは国家の援助の戦略・計画の中に明確な位置を占めている。また、政府による援助戦略が重要であるからこそ、アボドカシー系NGOが政府戦略に対して積極的に政策提言をし、それが戦略に導入されるという状況がある。実施系NGOは、国の援助政策に影響を与えるアドボカシーの重要性をよく分かっているので、アドボカシーNGOと実施系NGOの連携や、実施系NGO自身によるアドボカシー活動が恒常的に行われている。この例が例えばTB/AIDS複合感染問題に対するアドボカシーと実施の連携である。つまり、実施型のNGOも、政策が重要だという認識がある。ということで、日本においても、NGOは、自分の事業が、国の援助政策の中で、どこにはまるのかをしっかり考える必要があるのではないか。

欧米がよく日本が悪いというのではない。もちろん、どちらにしても善し悪しの部分はあるが、日本のNGOも、全体の中での自らの位置づけやトータルな政策との調和を検討しながらプロジェクトを作っていく必要がでてきている。

講師からのプレゼン②

＜教育分野（Education for All；EFA）の国際イニシアティブ＞

教育協力NGOネットワーク（JNNE）/（社）シャンティ国際ボランティア会（SVA）　　

三宅　隆史氏

保健の話と違って、教育は非常にシンプルである。イニシアティブは一つしかない。それが、ミレニアム開発目標に設定されている、「万人のための教育（Education for All）」である。

①教育の危機

まず、教育の状況を説明すると、1億人の子どもが未就学（一度も学校に行っていない）で、58％が女子である。1億5000万人の子供が小学校を中途退学している。アフリカでは4割強の子供（4000万人）が小学校を卒業していないまま大人になっている。これは、その社会の経済的回復や経済成長に大きく影響している。

大人は8億人の成人が非識字者で、その3分の2は女性である。

なぜ学校にいけないのか？（ほっとけない世界の貧しさキャンペーンHPから抜粋・ウガンダの6歳の少女の事例）理由は、家が貧困で、学費がない。そして親の教育レベルが、子供の教育機会に影響を与えている。

②なぜ学校に行けないのか？

その要因として挙げられるのは、

世帯（需要側）：女子や女性に対する差別、家が貧困、親の教育、児童労働

学校（配給側）：学費（現在71カ国で課せられている）、障害を持つ子供、教育の質と妥当性の欠如（植民地時代のものを使用しているなど）、教員の待遇や数（世界で1500万人～3500万人の新たな教員の雇用が必要）

社会・政治：HIV/AIDS、紛争、等である。

③万人のための教育世界フォーラム、ダカール行動枠組み（2000年）の6目標

目標として合意されているものが、この「ダカール行動枠組み」である。

ⅰ）就学前教育の拡大・改善、いわゆる幼児教育

ⅱ）2015年までに、すべての子供の、無償初等教育のアクセス確保（MDG）。2000年に開かれたダカールでは「アクセス」だったのが、MDGでは「コンプリーション」に変更になった。つまり2015年までに、すべての子どもが初等教育を終えていなければならない。そうするには2009年には、全ての子どもが入学しなければならないので、MDGの中では最も緊急な課題となっている。

ⅲ）ライフスキルを含む青年・成人の学習ニーズに対応する十分な対応

ⅳ）2015年までに成人識字率の50％改善　

ⅴ）2005年までに初等中等教育における男女格差の解消（80カ国で達成されず）、2015年までに教育における男女平等の達成（MDG）　

ⅵ）教育のあらゆる面における質の向上

現在は、ⅱ）とⅴ）がMDGになっている。

④目標は達成できるか？

目標ⅴ)は、80カ国で達成できなかった。目標ⅱ）は、現状の傾向が続けば、世界人口の3分の1の国々、47カ国で達成できないとすでに予測されている。ダカールの会議のときにアジェンダに盛り込まれたのが、「グローバル・イニシアティブ」という考えがある。教育は権利であり、教育サービスは、地球公共財（Global Public Goods）なので、世界規模の富の再分配によって保障する必要がある。実際のところはどうなのか？例えば日本は富の大きさに応じた基礎教育分野の援助すべき額の16％しか援助していない。残念ながら日本の貢献はDAC（OECD開発援助委員会）加盟21ヵ国中18番目である。

⑤どうすれば良いのか

～途上国側～

ⅰ)教育への投資を増やす。GNPの6％を教育予算に配分する。

ⅱ)良い計画をつくる。「国家教育計画」(National Education Plan)の策定、貧困削減戦略（PRS; Poverty Reduction Strategy）との整合性

ⅲ)良い計画の実施ができる。教育行政能力強化、良き統治、援助受容能力など。

～援助国（先進国）側～

ⅰ)基礎教育への援助額の増大

56億ドル/年の援助が必要だと言われている。現状は15億ドルで、必要額の4分の1しか集まっていない。ダカール行動の枠組みのなかでは、資源の不足によってEFA目標達成が妨げられてはならない、と決められた。そのほか、基礎教育のための債務救済は必要である。

ⅱ)援助の様式（Modality）の改善

途上国のオーナーシップを重視すべきである。あと、手続き費用の削減が急務である。なぜなら、手続き費用（ドナーとの対応にかかるコスト）が膨大にかかってしまうためである。プロジェクトは重要だが、援助の様式を改善する必要がある。

⑥ファストトラックイニシアティブ（FTI）

これは、初等教育の完全普及をとにかく早く進めるために作られたイニシアティブである。すべての低所得国が対象となる。2002年の世界銀行・IMF合同開発委員会で採択され、G8やEFA閣僚級会合が支持している。

特徴としては、国レベルで意思決定をすることである。制度について、FTI運営委員会、パートナーシップ会合が世界で行われている。世界銀行が事務局となっている。

⑦グローバル・イニシアティブの具体化

特徴としては選択性があることで、優等生の国を選んで支援するというやり方である。頑張っている国にはお金をだす。それによって他の国を誘発する仕組みを作っている。それから、複数年度でコミットするなどの、支援の持続性もあげられる。また、国際基金ではなく、国レベルでの合意形成、運用、実施、管理が可能で、国レベルでの運用が出来る点もあげられる。また、援助様式の多様性（Modality）も認められており、英国は一般財政支援、スカンジナビア諸国はセクター財政支援、日本や米国はプロジェクト援助が中心となっている。

⑧FTIの仕組みと支援、プロセスなどに関して

◇FTIの仕組み

途上国がまず、教育セクター開発計画を幅広い協議プロセスを経て作成する。それは成果重視の実施である。そして、実施、調整面でのリーダーシップをとる。

ドナーのほうは、援助額を増やし、援助の予測可能性の改善を行う。また、途上国の開発計画との整合性を持つ形で支援し、援助調整をする。更に、援助プロセスの調和化（資金供与、モニタリング、報告）を行う。

◇FTIの支援

支援の対象国となったら、不足金額を支援する。ニジェールなどドナーが少ない国は、「触媒基金」から支援が行われる。

対象国となっていない低所得国（紛争国、計画を作る能力のない国）に対しては、「教育計画開発基金」から技術援助が行われ、将来対象国となる準備をしてもらう。

◇プロセス

貧困削減戦略、教育セクター開発計画の策定→現地のドナー機関が審査ガイドラインに従ってアセスメントを行う→FTI事務局（世銀にある）に連絡する→資源動員　このプロセスにより、資金不足が解消するはずだが、そうなっていないのが現状。

◇良い教育セクター開発計画とは

予算を含む初等教育完全普及のための戦略=予算を裏付ける戦略があることと、HIV/AIDS・ジェンダー平等・公平性などといった予算の持続性確保のための戦略となっていること、実施能力の制約とその対応、達成度の指標とモニタリングシステムがあること、などが、基準となっている。

◇対象国の指標の枠組み（世銀のエコノミストによって計算された指標）

ⅰ）政府予算の2割が教育費　ⅱ）教育費の5割が初等教育　ⅲ）教員給与が一人当たりGDPの3.5倍

ⅳ）生徒教員比率が40：1　ⅴ）通常経費に占める教員給与以外の割合が33%　ⅵ）留年率が平均10％未満

ⅶ）年間授業時間が850時間以上

◇FTI対象国　

現在の対象国は20カ国（アフリカ14カ国）。2006年に対象国となる可能性のある国は11カ国（アフリカ6カ国）。2007年に対象国となる可能性のある国は15カ国（アフリカ7カ国）。

現在学校に通っていない1億人のうち3000万人をカバーすることになる。そのために必要となるのは約13億ドル。

◇これまでの成果

ⅰ）世界レベルで入学率が83％（2000）から95％（2002）に増加。（その前は10年で10％増加）　ⅱ）最初の対象国12カ国への援助額が2004年に3億ドルから3億5000万ドルに17％増加。ⅲ）モザンビーク、ニジェール、イエメンでは教育予算比率が5年間で4～5％。　ⅳ）モーリタニア、ニジェール、ベトナムでは3年間で留年率が2～3％減少。　ⅴ）ガーナでは2005年に学費無償化により就学率が14％上昇。

⑨Fast Track Initiative の課題

◇運用面では、ドナー国の援助額が約束より不足している。途上国では、国家予算の中での初等教育に回す資金の比率を増やしているのに、ドナー国が援助額を払わないので、必要な額とのギャップが顕著になっている。

◇制度面は大幅に改善された。NGOが、頑張ってロビイングをしたおかげである。

ⅰ）指標の現地化による教員の待遇改善（教員給与が一人当たりGDPの3.5倍、フレキシブルに対応できるようになった）ⅱ）非対象国への支援：紛争後の国、能力不足の国が対象になれない→教育計画開発基金がフォロー　ⅲ）他のEFA目標：男女格差、成人識字、質が軽視。考慮はしているが特に行動していないのが現状　ⅳ）ガバナンスでは、今まではドナーと世界銀行のみで行っていたが、CSO（市民社会組織）代表も参加可能になった。ユニセフもメンバーに。　ⅴ）対象国になるのに時間がかかる

⑩FTIについての日本の課題

ⅰ）基礎教育援助額が少ない。日本はFTI対象国のうち19カ国を支援。3340万ドル（2003年）を支援。→本来、国の豊かさから鑑みると9380万ドルの支援が必要。　ⅱ）触媒基金=教育計画策定基金（EPDF）への支援をしていない　ⅲ）援助モダリティーの制約：セクター財政支援の制度化。途上国は通常経費が圧倒的に足りない。日本のODAはプロジェクト型援助なので、途上国のニーズに合っていない。よってセクター支援ができるモダリティーの形成が必要である。これに対応するため、現在タンザニアで一般財務支援が始められた。今は実験段階だが、喜ばしいことである。ⅳ）技術協力による質の改善の強化（JICAは理数科教育だけではなく、教員研修強化・教材を作る、などの技術協力を認めるといったことも必要ではないか）

最後に、EFA関連のフラッグシップ・プログラム（ミニプログラムと呼ばれている）が色々ある。例）持続可能な開発のための教育の10年（DESD）　ミニプログラムにドナーとして貢献しているからといって、EFA（万人のための教育）が軽視されてはならない。重要でないところに力を入れているから、重要なところは必要ではないという考え方ではいけない。

＜質疑応答＞

質問：日本の援助はプロジェクト型→プログラム型・セクターワイドになっていないのか？

三宅さん：制度としてはまだ行なわれていない。ただ、小さいが、見返り資金（債務救済など）を教育に使うという例はある。但し、DFID（イギリスの開発省）のように大規模には行われてはいない。

質問：MDGにおいて、一方で初等教育のアクセスを、一方でジェンダー格差をなくそうとしているが、なぜこの2者の進歩に差が出るのか。

三宅さん：初等教育を一番重視したため、ダカール行動枠組みの、他の5つの目標が軽視されているのは事実。ただし、初等教育完全普及を達成するには、女の子も学校に行くことになるので、相乗効果はあると思う。

質問：FTIがどのようなものなのかをもう一度説明してください。

三宅さん：教育省の予算を算出し、不足の額を自動的にドナーが協力して出すのがFTIの仕組み。それまでは、足りない金額は関心のある国だけが出していた。（途上国がドナーを探して資金援助を受けていた）

ドナーとして出したい国本位の対策から、ニーズベースの対策（イニシアティブ）へと変化していった。根本にあるのは、教育はすべての子供が持つ権利であり、それは途上国・先進国関係なく、地球上のすべての子供がもつ権利である、つまり地球公共財という考えがある。ゆえに、学校に行けない子供がいるというのは、先進国の責任でもあるとし、先進国から自動的にお金を出すことが必要である。但し、自動的にお金を出すときに条件がありそれらをクリアしないといけないという仕組みである。

質問：誰が実際に実施いるのか？

三宅さん：実施しているのは、途上国の教育省です。一番大切なのは、途上国の教育省の役人である。その人達とドナー機関が集まって計画を作る。仕組み自体は、世銀にNGOが働きかけをしたことにより出来た。最初からNGOがリードしてこの仕組みを作ったといえる。そういう意味では非常に画期的なことである。

講師からのプレゼン③

＜日本の対アフリカ支援政策とJICAの取り組み＞

JICAアフリカ部　調査役　山本　愛一郎氏

パワーポイントの写真は、マラウイで一村一品運動を実施して、マラウイに調査に行ったときの写真。大分県の一村一品運動をお手本に、現在JICAアフリカ部で実施している。約30のグループが、それぞれお米や牛乳、干し魚等、各村自慢の一品を周辺のマーケットで販売し、生活向上をはかろうという動きで、JICAが専門家や青年海外協力隊を派遣し、支援している。

1 世界の援助潮流　　　

世界の援助の潮流は大きく３つある。

ⅰ）援助をMDG（ミレニアム開発目標）達成、貧困削減に向ける。

ⅱ）援助をLDC（後発開発途上国）に向ける。

ⅲ）援助をアフリカに向ける。（Africanisation　of aid）

地域でみたときに、援助を特にアフリカに向けようという動き。特に欧米でこの動きが見られる。

なぜ今アフリカなのか

・貧困、エイズ、感染症など世界の開発問題がアフリカに集中＝世界の認識。

よって、アフリカに注目するのは当然である。

・紛争、難民問題のグローバル化が平和と安定への脅威＝欧米の認識

途上国の問題ではなく自分たちの問題という認識が強い。特にアメリカは、テロ対策とシンクロして見ている部分が強い。欧州の場合は難民と移民の問題があるので、アフリカは身近である。去年秋、移民の多いパリ近郊都市での暴動などに起因する、難民や不法移民に対する恐怖感がある。つまり、自分達を守るためである。

・日本にとってアフリカは遠いが、アフリカにとって日本は身近な国だ。＝緒方貞子

日本は歴史的に、西欧に比べアフリカに悪いことはしていない上に、トヨタやソニーなどの使っている製品をみてアフリカの人々は日本をすばらしい工業技術国だと思っている。

第二次世界大戦で廃墟になった国が、これだけのものを作っているということに驚きと親近感がある。欧米から援助してもらうのもいいが、やはり日本に援助をして欲しい。実は、アフリカが日本を求めているのだ。

このことはJICAの緒方理事長も言っている。

地図（配布資料より）

GNPの大きさで作成された地図だが、経済規模でみるとアフリカは地球上に存在しない。これを見るとほっとけない気持ちになるのは当然である。

グラフ（配布資料より）

10年間で、主要援助国がどれだけのODAをアフリカに投入してきたか？

アメリカは、1990年代は減らしていたが、2002年から3倍に増えた。9.11以降のテロ対策的要素が強い。

フランスも、アメリカ同様、シラク大統領の政策もあり、増えている。

ドイツも日本も2002年以降は上り調子である。

日本は1995年がトップ。TICAD（アフリカ開発会議）の効果も。1990年代は援助疲れをしていた欧州諸国に比べて日本はアフリカ向けODAを増やしたが、国際的なアピールは弱かった。最近は、日本のODA予算が減少しているため、欧米がアフリカ向けODAを増やす中で、日本は遅れを取っている。

②主要援助国のアフリカ支援

◇英国のアフリカ支援

・英国にとって重点地域（過去の歴史との関係、市民社会の開発問題への高い理解・支持等あり）

・貧困削減戦略（PRS）推進に向け、ドラスティックに重点セクターを変化（「生産セクター」から「社会サービス」、「ガバナンス分野」へ。）

・1995/96年から2003/4年にかけて援助額を倍増。贈与が中心である。

アフリカには熱心である。労働党が政権をとったときに、貧困削減が労働党の国内政策でもあったため、ODAを貧困削減に特化することで、労働党の政策に当てはまって、ODAの一元的実施官庁である国際開発省（DFID）ができた。

◇米国のアフリカ支援

・1990年代後半には年間10億ドルに低下。しかし、最近5年間で4倍以上になり、2003年には45億ドルになった。

・主要因：外交政策の転換、経済改革の推進、地球的規模の問題への一層の注目、民族・宗教紛争等に関する懸念、安全保障の促進、等

・2005年の重点課題：エイズ対策、スーダンの平和維持支援、エチオピアの食糧問題。

9.11以降、大幅にのばす。イギリスはアフリカという地域全体をみるのに対して、アメリカはエイズとかマラリアという問題（イシュー）を見る。そのイシューがアフリカに多いので、結果的にアフリカ支援が多くなる。

◇フランスのアフリカ支援

・2000年以降「旧植民地中心の協力の援助」からの転換進む。

・今後増大が予想されるものの、90年代は援助額が減少（91年のODA全体の56％から2002年には27％に）。

・2002年以降、シラク大統領はアフリカ支援再強化を表明。

幅広いアフリカ諸国への援助（シラク大統領になってから）。アジアやブラジルに対しても行っている。

◇北欧諸国のアフリカ支援

・援助量は小さいが、貧困削減戦略（PRS）が重視する社会セクターを中心に協力。

・財政支援、国際機関を通じた協力等を推進。援助政策に積極的に参加し、影響力あり。

GNPに対する援助の量は非常に多い。しかし、GNP自体が少ない。ばらまくと見えなくなってしまうので、援助対象国を絞り込んでいる（10から20カ国）。お金を活かして使っている。プロジェクトベースで一個一個やっていると、お金が足りないので国際機関に拠出したり、相手国政府の予算にお金を送る。教育省の予算に送るなどしている。もちろん口は出すし、政策条件も出すが、財政支援を熱心に行っている。汚職や人権侵害がある国からは引き上げる。

◇ドイツのアフリカ支援

・国内政治、外交上の中心的な課題にはいたらず、近年の援助額（ODA全体、アフリカ向け）の推移、ほぼ一定（2002年のアフリカ向け援助約3割）。ただし、変化もあり。国連安保理入りもにらみ、ODA0.7％達成を表明。

・「ガバナンス」分野や、大きな（国連）協力重点分野へのシフトあり。

歴史的にみて熱心ではなかったが、安保理の常任理事国問題もあり、アフリカ支援に熱心になっている。

③日本の対アフリカ政策

・グローバルな役割を果たす能力と意思を有する日本

・アフリカの開発、紛争問題へのより積極的な関与

アフリカ開発会議（TICAD）につきる。

◇アフリカ開発会議（TICAD）の3つの柱　

ⅰ）平和の定着（含む「人間の安全保障」）　

ⅱ）経済成長を通じた貧困削減

これは日本の持ち味である。農業、工業などの生産セクターへの支援、民間セクター支援による。所得向上を通じた貧困削減である。

ⅲ）人間中心の開発。

国家が国民を守りきれていない。　逆に国民を弾圧する国もある。ヒューマンセキュリティ、いわゆる人間中心でみていこう、直接人々に援助を届けよう、ということである。

フォローアップとして、TICADアジア・アフリカ貿易投資会議がある。

5年おきにこんなに真面目に立派な会議をやっている国は他にない。さらに、やりっぱなしではなく、目標設定して、毎回その成果を確認している。理念つくりも行っている。NEPAD（アフリカ開発のための新パートナーシップ）は、TICADでの議論から生まれたものである。

◇2005年は「アフリカの年」

仕掛け人はイギリスのトニー・ブレア首相である。アフリカ委員会。グレンイーグルズサミットに発信。アフリカ人に聞くと、またイニシアティブか、と言われる。なぜなら昔のものを新しいものにすり替えているだけで何も変わっていないからだ。

イギリスにおけるアフリカ人の意見は二分していた。一方はイニシアティブに懐疑的であり、他方は、先進国サミットにアフリカが中心課題になるのは世界初ということで期待している。イニシアティブがないとドナーはお金を出さない。イニシアティブは援助を引き出すためのツールになるという面もあるので、うまく活用していくべきである。

④最近の日本政府のアフリカ支援政策

2005年4月のバンドン会議で小泉首相が演説。アフリカに対するODAを倍増する、とアフリカのみではなく、アジアに対してもメッセージを送った。その後、またG8グレン・イーグルス・サミットで同じような発言をしている。言い続けないと国際社会は忘れてしまうので、小泉首相のこのようなやり方は非常に大切である。

具体的に、バンドン会議：アジア・アフリカ首脳会議（2005年4月）で小泉首相が言ったことは、

ⅰ）ミレニアム開発目標（MDGs）に寄与するためODAの対GNI比0.7％目標の達成に向け、引き続き努力する観点から、わが国にふさわしい十分なODAの水準を確保していく。

ⅱ）本年は「アフリカの年」。わが国は、これまでTICADを通じて、アフリカと国際社会の連帯による対アフリカ協力を進めてきた。2008年にTICADⅣを開催すること、今後3年間でアフリカ向けODAを倍増し、引き続きその中心を贈与とする考えである。（小泉総理スピーチ）

◇G8グレン・イーグルズ・サミット（2005年7月）

■今後5年間のODA事業量を、2004年実績をベースとする額と比較して100億ドルの積み増しを目指す。

■今後3年間でアフリカ向けODAを倍増。その中心を贈与とする。

■HIPCs（重債務貧困国）諸国に対して、総額49億ドルの債務削減を行う。追加で債務救済。

特に、総額49億ドルの債務削減を行うとあるが、これはG8のなかで最も額が多い国である。

◇WTO香港閣僚会合（2005年12月）

■LDC諸国に対して、原則無税無枠の市場アクセスを供与。

■ODAを通じた貿易、生産・流通分野に関する協力として3年間に100億ドルの資金協力を行う。この一環で一村一品運動を行う。

■同じくこの分野での技術協力として、合計1万人の専門家派遣・研修員受け入れを行う。アジアとアフリカの協力で、南南協力で行われる。

◇小泉総理のアフリカ政策演説（2006年5月1日、アジスアベバにて）…最新の演説

■ダルフールの、人道状況の改善のため、1千万ドルを支援

■NEPAD（アフリカ開発のための新パートナーシップ）インフラ案件、感染症対策などの人材開発案件を支援

■対アフリカ感染症行動計画

■小型武器対策支援

■テロ対策支援

マスコミの評判が悪く、新鮮味がないという。日本は非常にお人よしである。欧米諸国は、中身を摩り替えていくだけである。“Old wine in a new bottle”とよく言われる。日本人は人が良いので、新しいものを何か持っていかなければいけないという考えが強い。

小泉首相のうまいところは、自分たちが既にやっていることを繰り返し演説することだ。イニシアティブは、何度も同じことを言うことによって、日本が取り組んでいることを国際社会に認めさせることが重要である。

以下パワーポイント資料のみ（説明は時間がないため終了）

JICAのアフリカ支援方針

・TICAD3本柱の実施

事例：「人間中心の開発」

セネガル、モザンビークにおけるプライマリー・ヘルスケア人材育成、エチオピアの地方給水

「成長を通じた貧困削減」

タンザニア、ケニア、ガーナの小規模農家支援、ウガンダ、べナンにおけるNERICA米普及、マラウイにおける一村一品運動

「平和の定着」

エリトリア、ルワンダにおける除隊兵士の社会復帰支援、コンゴ民主共和国の警察官訓練、シエラレオネのコミュニティー復興支援

⑤JICAのアフリカ支援戦略

・人間の安全保障の視点

・NEPADなどアフリカのイニシアティブを支援

ⅰ）人間の安全保障の視点（7つの視点）

①人々を中心に据え、人々に確実に届く援助

②人々を援助の対象としてのみならず、将来の「開発の担い手」と捉え。そのために人々のエンパワーメント（能力強化）を重視する援助

③社会的に弱い立場にある人々、生命、生活、尊厳が危機にさらされている人々、あるいはその可能性の高い人々に確実に届くことを重視する援助

④「欠乏からの自由」と「恐怖からの自由」の両方を視野にいれた援助

⑤人々の抱える問題を中心に据え、問題の構造を分析した上で、その問題の解決のために、さまざまな専門的知見を組み合わせて総合的に取り組む援助

⑥政府（中央政府と地方政府）のレベルと地域社会や人々のレベルの双方にアプローチし、相手国や地域社会の持続的発展に資する援助

⑦途上国におけるさまざまな援助活動者やほかの援助機関、NGOなどと連携することを通じて、より大きなインパクトを目指す援助

ⅱ）NEPADなどアフリカのイニシアティブを支援

（事例）

・国境を越えたインフラ支援…マリ・セネガル南回廊道路・架橋、ガーナ港湾、アンゴラ港湾、東アフリカ道路網、東アフリカOne Stop Border Post、ケニア・モンバサ港、モザンビーク・ナカラ回廊

・地域理数科教育支援

ケニア、ガーナ、ウガンダ、マラウイ、ザンビア

＜パネルディスカッション＞

質問：経済成長と社会的公正のバランスが大事である。アジアの場合は、経済成長の側面だけを手伝えばよかった。しかし、アフリカには欧米の政策の悪いところが全部集中してしまった。1973年、ナイロビで世界銀行のマクナマラ総裁が決めた、経済成長のために世界銀行の資金の40％をアフリカに費やす、という政策を取ったが、それがむしろ悪い方向に作用してしまった。そして、次には、社会的公正ばかりやっていては、経済成長はない。そしてまた、今度は経済成長ばかりにつぎこむ。30年間この繰り返しが起こった。バランスをうまく取り、経済成長のベクトルをどう組み合わせるかが重要であり、そこを日本がリーダーシップを発揮していくことが必要ではないか。

稲場さん：アフリカは特に2000年以降、多くの国々が経済成長をしている。南アフリカはここ2～3年では5％の経済成長を遂げている。石油により、赤道ギニアなどは100％以上の経済成長をしている。タンザニアやウガンダは安定的な成長を遂げている国以外で、近年急速な経済成長を遂げている国は、資源がとれるがゆえの経済成長である。例えばアンゴラや南アフリカでは資源の分配が全くおこなわれていない。経済成長の恩恵が全て支配階級に行ってしまう。このままだと、経済成長を通じた貧困削減が実現しない。本当に実現するためには、経済成長の果実をどう分配させるかという手法を導入しなければならない。単純に経済成長を促すだけではなく、分配をどう実現するか、このあたりを日本は本来主導すべきだと思う。

質問：今日の強調点や、政策を知ることによって現場で活躍する参加者にとって得なことは何か？

三宅さん：NGOは何のためにやっているかというと、全ての人が学校に行けるように活動を行っている。しかし、2億5千万の子供達が学校にいっていない状況のなかで、NGOが現地でターゲットにできる子供の数に限りがある。よって社会全体、政策を変えなければならないと感じる。社会を変えていくためには政策の変更、改善が必要である。市民社会組織の最大の役割は政策を変えることにあると思う。例えば、地雷廃絶キャンペーンにより、政策をかえて条約をつくり、地雷処理を行った。

1990年、万人のための教育世界フォーラムで、2000年までに全ての子供達を学校に約束したにも関わらず失敗、裏切られて「ダカール行動の枠組み」に至った。そういったことを繰り返してはいけない。

山本さん：現実的な話で、外務省やJICAから活動資金を獲得する際に、プロポーザルを書くときの注意点を述べる。日本のイニシアティブの特徴は以下の2点である。まず、欧米とまったく違うことはあまりやらず、国際的な枠組みの中で政策を行うことが多い。日本のイニシアティブは歴代の総理大臣が言っている。まじめな官僚は、昔の総理大臣の言ったことも、政権が変わっても、きちんと忘れずにフォローしている。フォローしているところをプロポーザルに盛り込むと、ドナー側としては嬉しいものである。イニシアティブの流れは日本の総理大臣に対応しているので、歴代の総理大臣の発言を丁寧に拾っていくことが大切である。例えば、橋本イニシアティブは10年前で、既に橋本氏は亡くなっているにも拘わらず、官僚は毎年概算要求を出して地道にイニシアティブをフォローしている。よってNGOの方も、歴代の総理大臣が言っていることを丁寧にフォローしてみてはどうか。

稲場さん：欧米の援助は良くも悪くも政策を決めてからそれを実行するという形をとっている。良し悪しはあるが、悪い点として、欧米で政策を決めるときは、頭だけで考えて、現場にちゃんと入っていないことが多い。トップダウン的な形式を取るが、逆に市民社会が強いので、政策部分でボトムアップにも繋がっている。要は、考えたことを実行するという面が強い。逆に日本は、現場に入って見えたことを逐次やっていくという方向で、点としての活動が中心となっている。ローカルな部分のことはよくわかっている。結局、日本のNGOは全体的な文脈を失い、個人個人の活動を行い、最終的に自己満足な結果になりかねない。欧米の問題点を踏まえながらも、政策全体を見ていく必要性がある。全体の活動の10％～20％は、政策を見ることに時間を割くことが重要である。勿論AJFのようなネットワーク組織の強化が必要で、そういった政策を見ているNGOとうまくコラボレーションすれば、調和をとれたものができるのではないかと思う。全体の文脈の中での、自分達の位置づけを確認し、政策の良い点と悪い点をみていけば良いと思う。

意見・提言：プロジェクトNGOの活動の10％・20％を政策に向けるのは、現実は厳しいと思う。AJFがネットワークのコアになって国際的なトレンドの動きを発信するのはどうだろうか。そして、そのトレンドを必要とするネットワークでつないでいくことが大事だと思う。

政策を提言する研究所はあるが、役所関係の機関が多いため、人もお金も中途半端になっている。主に税金が入っている研究所が、ばらばらに研究を行っている状態だ。アフリカでどのようなプログラムが行われているか、どのようなイニシアティブがあるのか、といった情報をシェアし、TICADの場などで、日本として発表し、発信していけば良いのではないか。各大使館の援助コミュニティーで苦労している大使館員が多数存在し、彼らは日本からの政策の発信を待っている。現在FASID（国際開発高等教育機構）が中心となって研究レベルでは協調体制が出来上がりつつある。NGOでもネットワーク強化をして、はっきり打ち出していけばいいのではないかと思う。

質問：環境はいつトレンドから落ちたのか？

山本さん：WSSD（World Summit on Sustainable Development）ジョハネスバーグのサミットで落ちたのではないだろうか。タイトルからして「環境」という文字が全く入っていない。イギリスでは、代表団のトップ：クレア・ショート国際開発大臣が、環境保護より持続的開発のほうに関心が高かったので、貧困削減・開発に流れが変わった。もうこれ以上言わなくても、環境に関してはメインストリーム化しているので大丈夫、という見方もあるのではないか。

稲場さん：環境問題が見過ごされているせいで、途上国の首都の大気汚染が非常に深刻である。排気ガスを大量に出す車を規制するのは難しい問題だが、喘息などで苦しんでいる人はたくさんいる。気候変動枠組み条約があるため、気候変動やフロンには国際的に注目されているが、森林伐採とかそういった問題に対しては十分にフォーカスされていない。環境に注目し続けるNGOがあるべきではないかと思う。

三宅さん：我々は国際協力分野で実施系のNGOだが、援助の調和化や整合性が進んでいくと、プロジェクトができなくなるという現象がある。プロジェクトに関してセクターワイドを推進すれば、開発計画とつながらないということで、例えば識字のプロジェクトなどは不可能になってくる。良い援助になればなるほど、プロジェクトが減る傾向にある。我々が考えなければいけないのは、要するに我々ができるのはパイロットプログラムであって、これが結果的に現地の保健省や教育省の政策に取り込まれることが狙いなのである。よってNGOに求められるのは、革新的でパイロットな、質の良いプログラムであろう。

意見：環境に関してだが、環境を考えたとき、どう捉えておられるのか。実施タイプのNGOからいわせれば、それは生活に関係する。生活と言う視点をとっぱらって環境問題は成立しない。貧困問題にも、教育問題にも関係している。現地の人たちの生活視点があるのかということを言いたい。政策という面でも、どういった立場で考えているのか。現地の人が何を考えてどうしたいのか、これを考えなければならないと感じる。欧州や日本の政策ばかりを意識すると、現地の声を無視した先進国主導の政策になりはしないだろうか。バランスをどのように取って行くかというのが大切であると思う。

意見：NGOができることで好例があるので紹介する。NGOの働きかけにより、チャドの石油収入を優先セクターに分配するというメカニズムを作った。NGOがチャド政府にはたらきかけ、政府だけでなく一般の人間もコミッティーに加わり動き始めた例がある。

スーダンのダルフール紛争の影響を受けたチャド内戦で現在は頓挫しているが、一回出来上がったという実例がある。ガバナンスが低い国にはODAが出ないが、その国の収入があるのだから、その収入を有効に活用することを政府に働きかけ、動かす努力をするべきではないだろうか。

最後のまとめ（ファシリテーター：林）

なぜこのようなセミナーを設けたかというと、現場のプロジェクトのことは、参加者の皆さんは熟知していると思ったからだ。その上でグローバルトレンドを知ることが、現在ではますます必要とされてきているのではないかと思い、本日はその一端を皆さんに紹介した。

